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３．その他

資料Ｂ 生涯学習・社会教育に関する参考資料



１．生涯学習・社会教育を取り巻く現状



一般会計税収、歳出総額及び公債発行額の推移

（注1）22年度までは決算額、23年度は補正（第4号）後予算額、24年度は予算額による。
（注2）23年度の公債発行額には、復興債（11.6兆円）を含む。なお、24年度は、東日本大震災復興特別会計 を設置

することとし、同会計の負担において復興債を発行するため、公債発行額には含めていない。
出典：財務省HP



日本の総人口の推移

出典：総務省統計局「日本の統計２０１０」
平成２０年までは総務省統計局「国勢調査」など、平成２２年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口（平成18年12月推計）」により作成。
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地域住民間のつながり

1997

1986

1975 親しくつき合っている

つき合いはしているが、あ
まり親しくはない
あまりつき合っていない

つき合いはしていない

わからない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2007

2000 よく行き来している

ある程度行き来している

あまり行き来していない

ほとんど行き来していない

あてはまる人がいない

わからない・無回答

内閣府「国民生活白書」（平成19年版）
※内閣府「社会意識に関する世論調査」より作成

内閣府「国民生活白書」（平成19年版）
※内閣府「国民生活選好度調査」により特別集計

あなたは、地域での付き合いをどの程度していますか。

あなたは現在、隣近所の人とどのくらい行き来していますか。

※回答者は、全国の20歳以上の者

※回答者は、全国の20歳以上70歳未満の男女（2000年）
〃 、全国の20歳以上80歳未満の男女（2007年）



生活の程度に関する意識

資料：内閣府「国民生活に関する世論調査」（平成２２年調査）
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雇用形態別雇用者数の推移

出典：H12までは統計局「労働力調査特別調査」（2月調査）、H17以降厚生労働省「労働力調査詳細集計（年平均）」
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(20.2%)
(16.4%)
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注）労働力調査では、平成23年3月11日に発生した東日本大震災の影響により、岩手県、宮城県及び福島県において調査実施が
一時困難となった。これに伴い、同年の全国の結果については集計していない。このため、同年の結果数値は補完推計値。



雇用形態別の賃金構造
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※  完全失業率は、年平均。
※  非正規雇用率は、非農林雇用者（役員を除く）に占める割合。なお、15～24歳では在学中の者を除く。
※ 平成23年の完全失業率は、岩手県、宮城県、福島県を除く全国の結果。平成23年の非正規雇用率は、10～12月期の平均。

資料 ： 失業率は、総務省統計局「労働力調査」 非正規雇用率は、総務省統計局「労働力調査特別調査」（２月調査）及び「労働力調査（詳細結果）」（１～３月期調査）

（％） （％）
失業率（平成23年）
15歳～24歳 ： 8.2%                           
全年齢平均 ： 4.5%

（年）

34.6%

9.5%

20.2%

26.5%

27.7%

失業率（平成15年）
15歳～24歳 ： 10.1%
全年齢平均 ： 5.3%

失業率（平成3年）
15歳～24歳 ：4.5%

全年齢平均 ：2.1％

33.3%

若年者の失業率、非正規雇用率の推移



一時的な仕事に
就いた者
＋無業者

約１０．７万人

就職者

約１８．６万人

前期中等教育段階

生徒数 ： 約３６０．０万人

高等教育段階

学生・生徒数 ： 約３３３．３万人

後期中等教育段階

生徒数 ： 約３６５．２万人

無業者

約１．４万人

中途退学者
（※３）

約６．７万人

早期離職者
（※１）

約７．５万人

中途退学者
（※２）

約５．７万人

前期中等教育段階 … 中学校、中等教育学校前期課程、特別支援学校中学部
後期中等教育段階 … 高等学校、中等教育学校後期課程、特別支援学校高等部、専修学校高等課程
高等教育段階 … 大学、短期大学、高等専門学校、専修学校専門課程

※１ ： 厚生労働省 「新規学校卒業就職者の就職離職状況調査」における平成１９年３月卒業者の３年以内の離職率より推計。
※２ ： 高等学校のみ。文部科学省 「平成２１年度 児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査｣より。
※３ ： 大学・短期大学・高等専門学校のみ。文部科学省 「各大学等の授業料滞納や中退等の状況（平成１９年度末）」より推計。
・ 上記以外は、文部科学省 「平成２２年度 学校基本調査」より。なお、「無業者」とは、同調査における「左記以外の者」のこと。

（ただし、専修学校の進路状況は、文部科学省調査より推計。）

※ 上記の人数の中には、
当然その後進学や就職
をする者も含まれる。

早期離職者
（※１）

約０．３万人

就職者

約０．５万人

早期離職者
（※１）

約１９．９万人

就職者

約５６．９万人

一時的な仕事
に就いた者
＋無業者

約１４．０万人

卒業者

約８４．６万人

卒業者

約１２４．０万人

卒業者

約１１４．７万人

各学校段階における卒業者・中途退学者の状況 （一部推計）



　 ※数値は、大学の学部学生の数値。（　）は卒業者に占める割合。

【参考】「就職者」の「正規」・「正規でない」、「一時的な仕事に就いた者」、「進学も就職もしていない者」の関係

雇用期間の定め

なし あり

１年以上 １年未満

週あたり所定労働時間
３０～４０時間

週あたり所定労働時間
３０時間未満

正規の職員・従
業員、自営業主

正規の職員等
でない者

一時的な仕事に
就いた者

進学も就職もして
いない者

進学
準備
中の
者

就職
準備
中の
者

その
他

                          安定的な雇用に就いていない者

就職者

21,990人(3.9%)335,295人(60.0%) 19,596人(3.5%) 86,638人(15.5%)

357,285人(63.9%)

128,224人(22.9%)

3,613人

(0.6%)
49,441人

(8.8%)
33,584人

(6.0%)

安定的な雇用に就いていない者 128,224人(22.9%)

「就職者」の「正規」・「正規でない」、「一時的な仕事に就いた者」、「進学も就職もしていない者」の関係

（平成２４年度 学校基本調査速報）
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資料：総務省統計局「就業構造基本調査」労働省政策調査部で特別集計（～平成9年）
「労働力調査（詳細結果）」（平成14年～）

資料：総務省統計局「労働力調査（基本集計）」
（注1） ｢若年無業者｣の定義は、15～34歳で、非労働力人口のうち、家事も通学もしていない者。
（注2）※22、※23は岩手県、宮城県、福島県を除く全国の結果

○フリーターの数の推
移

○若年無業者の数の推移

（注） ｢フリーター｣の定義は、15～34歳で、男性は卒業者、女性は卒業者で未婚の者とし、
１ 雇用者のうち勤め先における呼称が｢パート｣又は｢アルバイト｣である者、
２ 完全失業者のうち探している仕事の形態が「パート・アルバイト」の者、
３ 非労働力人口のうち希望する仕事の形態が「パート・アルバイト」で、家事・通学等していない者
の合計。（平成14年より前は若干内容が異なり、単純な比較はできない）
４ ※22、※23は岩手県、宮城県、福島県を除く全国の結果

若年無業者・フリーターの数の推移
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『若年者の就業状況・キャリア・職業能力開発の現状－平成１９年版「就業構造基本調査」特別集計
より－」（２００９）



女性の年齢階級別労働力率の推移

出典：平成23年版男女共同参画白書（内閣府）
資料： 総務省「労働力調査」より作成。
※.「 労働力率」とは15 歳以上人口に占める労働力人口（就業者+ 完全失業者）の割合。



女性が職業を持つことについての考え方

（備考） １．男女共同参画社会に関する世論調査（平成21年10月調査）等、内閣府世論調査より作成。



「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方について

（備考） １．「男女共同参画社会に関する世論調査（平成21年10月調査）」（内閣府）より作成



出典：内閣府「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に関する意識調査」（平成20年8月実施）

ワーク・ライフ・バランスの状況

「仕事」、「家庭生活」、「地域活動」、「学習・趣味・スポーツなど」、「休養」の時間は十分とれているか。
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23.6%
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学習・趣
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地域活動に参加する時間
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N=2500



この１年間の生涯学習の実施状況

出典：内閣府「生涯学習に関する世論調査」（平成24年7月調査）

 （ 複 数 回 答 ）

健 康 ・ ス ポ ー ツ （ 健 康 法 ， 医 学 ， 栄 養 ， ジ ョ ギ ン

グ ， 水 泳 な ど ）

趣 味 的 な も の （ 音 楽 ， 美 術 ， 華 道 ， 舞 踊 ， 書 道 ，
レ ク リ エ ー シ ョ ン 活 動 な ど ） （ 注 １ ）

職 業 上 必 要 な 知 識 ・ 技 能 （ 仕 事 に 関 係 の あ る 知 識
の 習 得 や 資 格 の 取 得 な ど ）

家 庭 生 活 に 役 立 つ 技 能 （ 料 理 ， 洋 裁 ， 和 裁 ， 編 み

物 な ど ）

教 養 的 な も の （ 文 学 ， 歴 史 ， 科 学 ， 語 学 な ど ）

情 報 端 末 （ コ ン ピ ュ ー タ や タ ブ レ ッ ト 端 末 な ど ）

や イ ン タ ー ネ ッ ト に 関 す る こ と （ プ ロ グ ラ ム の 使
い 方 ， ホ ー ム ペ ー ジ の 作 り 方 な ど ） （ 注 ２ ）

社 会 問 題 に 関 す る も の （ 社 会 ・ 時 事 ， 国 際 ， 環 境
な ど ）

育 児 ・ 教 育 （ 家 庭 教 育 ， 幼 児 教 育 ， 教 育 問 題 な
ど ） 　 　  　 （ 注 ３ ）

ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 の た め に 必 要 な 知 識 ・ 技 能

　 　 　  　 　 （ 注 ４ ）

自 然 体 験 や 生 活 体 験 な ど の 体 験 活 動

学 校 （ 高 等 ・ 専 門 ・ 各 種 学 校 ， 大 学 ， 大 学 院 な

ど ） の 正 規 課 程 で の 学 習 　 （ 注 ５ ）

教 養 的 な も の （ 文 学 ， 歴 史 ， 科 学 ， 語 学 ， 社 会 問
題 な ど ）

そ の 他

生 涯 学 習 を し た こ と が な い （ 注 ６ ）

わ か ら な い

（ 注 ６ ） 平 成 2 0 年 ５ 月 調 査 で は ， 「 （ こ の １ 年 く ら い ） し て い な い 」 と な っ て い る 。

（ 注 １ ） 平 成 2 0 年 ５ 月 調 査 で は ， 「 趣 味 的 な も の （ 音 楽 ， 美 術 ， 華 道 ， 舞 踊 ， 書 道 な ど ） 」 と な っ て い る 。

（ 注 ２ ） 平 成 2 0 年 ５ 月 調 査 で は ， 「 パ ソ コ ン ・ イ ン タ ー ネ ッ ト に 関 す る こ と 」 と な っ て い る 。

（ 注 ３ ） 平 成 2 0 年 ５ 月 調 査 で は ， 「 育 児 ・ 教 育 （ 幼 児 教 育 ， 教 育 問 題 な ど ） 」 と な っ て い る 。

（ 注 ４ ） 平 成 2 0 年 ５ 月 調 査 で は ， 「 ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 や そ の た め に 必 要 な 知 識 ・ 技 能 」 と な っ て い る 。

（ 注 ５ ） 平 成 2 0 年 ５ 月 調 査 で は ， 「 学 校 （ 高 等 ・ 専 修 ・ 各 種 学 校 ， 大 学 ， 大 学 院 な ど ） の 正 規 課 程 で の 学 習 」 と な っ て い る 。
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今 回 調 査 （ Ｎ = 1 , 9 5 6人 ， Ｍ ． Ｔ ． = 1 8 4 .9 ％ ）

平 成 2 0 年 ５ 月 調 査 （ Ｎ = 1 , 8 3 7人 ， Ｍ ． Ｔ ． = 1 5 4 . 8％ ）

この１年間に生涯学習
を行っている

５７．１％

複数回答



生涯学習をしている理由

 

そ の 学 習 が 好 き で あ っ た り ， 人 生 を 豊 か
に す る た め

健 康 の 維 持 ・ 増 進 の た め

他 の 人 と の 親 睦 を 深 め た り ， 友 人 を 得 る
た め

自 由 時 間 を 有 効 に 活 用 す る た め

家 庭 ・ 日 常 生 活 に 活 用 す る た め

現 在 の 仕 事 や 将 来 の 就 職 ・ 転 職 な ど に 役
立 て る た め

地 域 や 社 会 を よ り よ く す る た め

そ の 他

特 に 理 由 は な い

わ か ら な い

こ の １ 年 く ら い の 間 に 「 生 涯 学 習 を し た こ と が あ る （ 小 計 ） 」
と す る 者 に ， 複 数 回 答

5 9 . 4 

4 8 . 8  

4 2 . 3  

3 4 . 6 

3 2 . 4  

2 5 . 6 

2 2 . 1 

0 . 4  

0 . 4  

0 . 2  

0 1 0 2 0 3 0 4 0 5 0 6 0 7 0 ( % )

総 数 （ Ｎ =1 , 11 7人 ， Ｍ ． Ｔ ． =26 6 .1％ ）

出典：内閣府「生涯学習に関する世論調査」（平成24年7月調査）

この1年くらいの間に「生涯学習をしたことがある」と答えた者に複数回答



生涯学習を行っていない理由
 

仕 事 が 忙 し く て 時 間 が な い

き っ か け が つ か め な い

家 事 ・ 育 児 な ど が 忙 し く て 時 間 が な い （ 注 １ ）

費 用 が か か る

身 近 な と こ ろ に 施 設 や 場 所 が な か っ た り ， 学 習 の
内 容 や 時 間 帯 が 希 望 に 合 わ な い  （ 注 ２ ）

必 要 な 情 報 （ 内 容 ・ 時 間 ・ 場 所 ・ 費 用 な ど ） が な
か な か 入 手 で き な い  　 　 　 　 　 （ 注 ３ ）

一 緒 に 学 習 や 活 動 を す る 仲 間 が い な い

そ う い う こ と は 好 き で は な く ， め ん ど う で あ る

家 族 や 職 場 な ど 周 囲 の 理 解 が 得 ら れ な い

そ の 他

特 に 必 要 が な い

特 に 理 由 は な い

わ か ら な い

こ の １ 年 く ら い の 間 に 「 生 涯 学 習 を し た こ と が な い 」 と
答 え た 者 に ， 複 数 回 答

　 （ 注 ３ ） 平 成 2 0年 ５ 月 調 査 で は ， 「 必 要 な 情 報 （ 内 容 ・ 時 間 ・ 場 所 ・ 費 用 ） が な か な か 入 手 で き な い 」 と な っ て い る 。

　 （ 注 ２ ） 平 成 2 0年 ５ 月 調 査 で は ， 「 身 近 な と こ ろ に 施 設 や 場 所 が な い 」 が 6 . 3 ％ ， 「 講 座 や 教 室 な ど が ， 自 分 の 希 望 や

　 　 　 　 　 実 施 時 期 ・ 時 間 に 合 わ な い 」 が 5 . 6 ％ と な っ て い る 。

　 （ 注 １ ） 平 成 2 0年 ５ 月 調 査 で は ， 「 家 事 が 忙 し く て 時 間 が な い 」 が 1 8 . 9 ％ ， 「 子 ど も や 親 な ど の 世 話 を し て く れ る 人 が
　 　 　 　 　 い な い 」 が 8 . 0 ％ と な っ て い る 。

4 3 . 4  

2 0 . 9  

1 6 . 2  

9 . 7  

9 . 7  

9 . 5  

9 . 0  

※

※

8 . 5  

9 . 6  

1 2 . 3  

3 . 8  

4 5 . 4

1 6 . 4

※

9 . 0

※

5 . 7

4 . 8

7 . 3

0 . 6

1 2 . 2

5 . 9

1 1 . 6

1 . 1

0 1 0 2 0 3 0 4 0 5 0 ( % )

今 回 調 査 （ Ｎ = 8 3 2 人 ， Ｍ ． Ｔ ． = 1 5 2 . 8％ ）

平 成 2 0 年 ５ 月 調 査 （ Ｎ = 9 4 5 人 ， Ｍ ． Ｔ ． = 1 5 8 . 9 ％ ）

出典：内閣府「生涯学習に関する世論調査」（平成24年7月調査）

この1年くらいの間に「生涯学習をしたことがない」と答えた者に複数回答



社会人の学習の現状

Ⅰ．大卒職業人の学習方法 Ⅱ．大卒職業人の学習内容

Ⅲ、時間と費用

出典（全データとも）：「大学教育に関する職業人調査」
(2009年東京大学＜科研費調査研究＞)



社会人のリカレント教育の受講意識

リカレント教育に対する社会人の意識調査によると，約９割が「受けたい」又は「興味がある」と回答。利用したい教育機関につい
ては，大学院（46.4%），大学(19.5%）が多い。教育機関の選択の際には，「カリキュラムが魅力的であること」（74%）を重視。
一方で，教育を受ける場合に想定される課題としては，職業生活と学修の両立に関するものが多い。



高齢者がしてみたいと思う生涯学習の内容（複数回答）

資料：内閣府「生涯学習に関する世論調査」（平成１７年）
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各国の高等教育機関への進学における25歳以上入学者の割合

34.1%
32.6%32.1%

26.4%25.9%
25.1%24.7%24.6%24.2%

23.2%22.8%
22.0%

15.6%15.0%14.8%14.4%13.8%
12.0%

8.3%

2.1% 2.0%

18.4%

36.8%

19.0%

19.5%
21.5%

0%

10%

20%

30%

40%

ア
イ
ス
ラ
ン
ド

ポ
ル
ト
ガ
ル

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

ス
ウ

ェ
ー
デ
ン

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

ノ
ル
ウ

ェ
ー

ス
イ
ス

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

デ
ン
マ
ー
ク

ス
ロ
ベ
キ
ア
共
和
国

オ
ー
ス
ト
リ
ア

ス
ペ
イ
ン

ア
メ
リ
カ
合
衆
国

チ

ェ
コ
共
和
国

イ
ギ
リ
ス

ハ
ン
ガ
リ
ー

韓
国

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

ト
ル
コ

ド
イ
ツ

ポ
ー
ラ
ン
ド

メ
キ
シ

コ

オ
ラ
ン
ダ

イ
タ
リ
ア

ベ
ル
ギ
ー

日
本

大学入学者のうち２５歳以上の割合は、ＯＥＣＤ各国平均約２割に達し、社会人学生も相当
数含まれる一方、日本人の社会人学生比率は２．０％と低い。

ＯＥＣＤ各国平均：２１．１％

【大学型高等教育機関】

出典：ＯＥＣＤ教育データベース（2009年）。ただし、日本の数値については、

「学校基本調査」及び文部科学省調べによる社会人入学生数）



大学（国・公・私立）公開講座実施状況
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出典：文部科学省「平成23年度開かれた大学づくりに関する調査」（平成24年3月）

公開講座開設大学数

公開講座開設数

公開講座受講者数



履修証明プログラムの開設状況当該大学の学生以外の者で大学入学資格を有する者を対象とした特別の課程を編成し，これを修了し
た者に対し，学校教育法に基づいて修了の事実を証明する「履修証明書」を交付する制度。
(平成19年～）

当該大学の学生以外の者で大学入学資格を有する者を対象とした特別の課程を編成し，これを修了し
た者に対し，学校教育法に基づいて修了の事実を証明する「履修証明書」を交付する制度。
(平成19年～）

（文部科学省調べ）

履修証明プログラムの開設状況



高等教育機関におけるIT活用教育実施状況

93.7
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15.1
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8.8
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学部、学科教育
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国家試験、資格取得対策

公開講座

リメディアル教育（学力補償教育）

生涯学習、社会人教育

その他

(%)

高等教育機関におけるIT活用教育の導入対象

31.4

32.6

29.9

26.1

0 20 40 60 80 100
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大学

短期大学

高等専門学校

(%)

各高等教育機関における生涯学習・社会人教育のIT活
用教育導入状況

「e-ラーニング等のICTを活用した教育に関する調査
報告書（2008年度）」より

(0.9%)

690
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65

64

144

137

4

7

H19

H20

導入している
導入を予定している
導入を検討している
導入の予定はなく、検討もしていない
無回答

高等教育機関におけるIT活用教育導入状況

(73.1%)
(1.2%) (7.9%) (16.9%)

(75.8%) (0.8%)
(7.1%)(15.8%)(0.4%)

(0.9%)

・高等教育機関では70%の機関がIT活用教育を導入している。
・30%の高等教育機関が生涯学習・社会人教育にIT活用教育を導入している。



身につけた知識等の活用状況

 

自 分 の 人 生 が よ り 豊 か に な っ て い る

自 分 の 健 康 を 維 持 ・ 増 進 し て い る

家 庭 ・ 日 常 の 生 活 に 生 か し て い る

仕事や就職の上で生かしている（仕事で役立つ
スキルや資格を身につけた，給与面で優遇を受
けた，就職活動に役立ったなど）

地域や社会での活動に生かしている（学習，ス
ポーツ，文化活動などの指導やボランティア活
動など）

そ の 他

生 か し て い な い

わ か ら な い

この１年くらいの間に「生涯学習をしたことがある（小計）」
とする者に，複数回答

49.1 

43.9 

36.7 

31.3 

21.8 

-

7.1 

0.2 

0 10 20 30 40 50 60 (%)

総 数（Ｎ=1,117人，Ｍ．Ｔ．=190.0％）

出典：内閣府「生涯学習に関する世論調査」（平成24年7月調査）

この１年くらいの間に「生涯学習をしたことがある」と答えた者に複数回答



身につけた知識等についての社会的評価の方法

 （複数回答）

修了証（卒業証書や履修証明書，講座や教 室か
らの修了証など）や認証をもらう

資格を取得（国家資格の取得や検定試験の 合格

など）する

民間の第三者機関や公的な機関などにより 認証
を受けている講座や教室を受講する

学習歴を記録する（生涯学習パスポートな ど）

表 彰 を 受 け る

そ の 他

証 明 す る 必 要 が あ る と は 思 わ な い

わ か ら な い

40.2 

31.9 

17.5 

12.9 

5.4 

0.2 

33.7 

4.7 

0 10 20 30 40 50 (%)

総 数 （Ｎ=1,956人，Ｍ．Ｔ．=146.5％）

出典：内閣府「生涯学習に関する世論調査」（平成24年7月調査）

複数回答



ボランティアやNPO活動、市民活動に参加している人の活動分野

出典：内閣府「国民生活選好度調査」（平成２２年度）



高齢者の地域活動への参加意向

43.5

46.6

47.9

47.7

16 .6

17 .7

14 .8

10 .5

16 .2

33 .2

31 .0

32 .6

37 .5

27 .3

6 .7

4 .7

4 .8

4 .3

2 .354.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

昭和６３年度（n=2451 )

平成5年度（n=2385）

平成10年度（n=2303）
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平成２０年度（n=3293 )

参加したい 参加したいが事情があって参加できない 参加したくない わからない

資料：内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」（平成21年）



高齢者の地域活動に参加しなかった理由（年齢別）

資料：内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」（平成21年）
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経費が手間がかかりすぎるから

どのような活動なのか知らないから
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人材認証制度の評価・活用状況①

2009年度の認証者数
（2010年度発足の事業の場合は、現在までの認証者数）

出典：文部科学省
「人材認証制度の現状及び課題分析に関する調査研究」報告（平成22年度）

調査概要 平成23年1月に以下調査対象に悉皆でアンケート調査を実施
※一つの機関で複数の部門から回答がある場合があり、総回答数は回答機関数を上回る

実施運営している

（他機関との共同
実施・運営を含

む）　18.0%

実施運営してい
ない（他機関への
協賛・後援を含

む）
82.0%

12.3%

16.6%

24.9%

87.7%

83.4%

75.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自治体（n=781）

教育委員会(n=933)

大学・短大(n=836)

実施している 実施していない

調査対象 発送機関数 回答機関数 総回答数
（回答中）
制度を実施
する機関数

（回答中）
実施されて
いる制度総
数（n）

自治体 1,797 781 1,005 96 299
教育委員会 1,797 933 1,036 155 290

大学・
短期大学

1,151 836 1,049 208 453

全　体 4,745 2,550 3,090 459 1,042

人材認証制度の
実施・運営状況
（n＝2,550）

機関別の実施・運営状況

※ここでいう「人材認証制度」とは、一定の学習や活動を
経た人材の能力、経験等を客観的に認証する仕組みのこと。



人材認証制度の評価・活用状況②

今後重視すべき課題人材認証を行う分野

出典：文部科学省
「人材認証制度の現状及び課題分析に関する調査研究」報告（平成22年度）



家庭教育をとりまく現状

子育てに不安はあるか

悩みや不安は
まったくない

6.9%

悩みや不安が
ある
37.2%

悩みや不安は
あまりない

55.9%

悩みや不安が大きいものから順番に3位まで選択
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子どもの気持ちがわからないこと

子どもとのコミュニケーション不足

子どもの反抗的な態度への親としての反応がわからない

子育てへの家族の協力が得られない

その他

（％）

第１位

第２位

第３位

文部科学省委託調査：家庭教育の活性化支援等に関する特別調査研究（平成20年）

保護者の約４割が悩みや不安

子育てに不安はあるか 悩みや不安が大きいものから順番に３位まで選択

○保護者の約４割が子育てついての悩みや不安を抱えている。
○「子どものマナーやしつけ」「勉強や進学」「健康や発達」「教育費」「性格や癖」への悩みや不安が大きい。
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